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国土強靱化地域計画推進プロ ジェ ク ト チーム設置要領 

 

令和７ 年８ 月 27 日 

防 災 課 

 

１  目 的 

  平成 25 年 12 月に制定・ 公布さ れた「 強く し なやかな国民生活の実現を 図る ため

の防災・ 減災等に資する 国土強靱化基本法」 第 13 条の規定に基づき 策定し た「 富

山県国土強靱化地域計画（ 第３ 期計画）」（ 以下「 地域計画」 と いう 。） について、

PDCAサイ ク ルを 回し て県の国土強靱化を 推進する ため、毎年度、地域計画に基づく

国土強靱化の進捗状況を把握・ 分析・ 評価し 、 当該年度に実施する 国土強靱化推進

のための主要施策を富山県国土強靱化年次計画（ 以下「 年次計画」 と いう 。） と し て

取り ま と める 。  

 

２  組織（ 別表参照）  

 ( 1)  プロ ジェ ク ト チームに座長、 副座長及び委員を 置く 。  

 ( 2)  座長は、 危機管理局次長と する 。  

 ( 3)  副座長は、 土木部次長（ 技術） と する 。  

 ( 4)  委員は、 関係課長等の中から 座長が指名し 、 必要に応じ て、 追加・ 変更する こ

と ができ る 。  

 ( 5)  地域計画及び年次計画に係る 進捗状況の分析・ 評価等を 行う ために、 学識経験

を 有する 者を 専門委員と し て委嘱する こ と ができ る 。  

 ( 6)  事務局は、 危機管理局防災課及び土木部建設技術企画課と する 。  

 

３  会 議 

 ( 1)  プロ ジェ ク ト チームの会議は、 座長が招集する 。  

 ( 2)  座長は、 必要がある と 認める 場合には、 会議にオブザーバーの出席を 要請する

こ と ができ る 。  

 ( 3)  座長は、 適宜の方法によ り 会議を 実施する こ と ができ る 。  

 

４  担当業務 

 ( 1)  国土強靱化に関する 情報の収集、 整理、 分析及び共有 

 ( 2)  国土強靱化のための情報提供及び対策に関する 検討 

 ( 3)  関係機関・ 団体等と の連携方策の検討 

 ( 4)  地域計画に係る 進捗状況の分析・ 評価等 

 ( 5)  年次計画のと り ま と め 

 ( 6)  その他国土強靱化に関する 事項の検討
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別 表 

富山県国土強靱化地域計画推進プロ ジェ ク ト チーム組織 

令和７ 年８ 月 27 日 

区分 部局等 役職 備考 

座 長 危機管理局 次長  

副座長 土木部 次長（ 技術）   

委 員 危機管理局 防災課長 事務局 

 土木部 建設技術企画課長 事務局 

知事政策局 総合政策課長  

地方創生局 ワ ンチームと やま 推進室長  

観光推進局 観光振興室長  

交通政策局 交通戦略企画課長  

経営管理部 人事企画室長  

生活環境文化部 県民生活課長  

厚生部 厚生企画課長  

商工労働部 成長産業推進室長  

農林水産部 農林水産企画課長  

企業局 経営管理課長  

教育委員会 教育企画課長  

県警本部 警務課長  

専門委員 （ ※若干名）   

 

※専門委員 

氏  名 所属・ 役職 備   考 

伊藤 始 富山県立大学 工学部 教授 富山県国土強靱化地域計

画（ 第３ 期計画）検討委員

会委員（ 学識経験者）  

呉 修一 富山県立大学 工学部 教授 

立石 良 富山大学 都市デザイ ン学部 准教授 

井ノ 口 宗成 立命館大学 政策科学部 教授 
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「富山県国土強靭化地域計画」の施策の評価等について 

 

１ 概 要 

  この評価は、令和２年３月に改定した「富山県国土強靱化地域計画」について、

ＰＤＣＡサイクル確立の観点から、令和６年３月末の進捗状況について、10 の施策

分野ごとに設定された重要業績指標（ＫＰＩ）により定量的に把握するとともに、

主要施策の進捗状況を評価・分析することにより、各施策の修正・立案・実行に資

するため実施した。 

 

２ 重要業績指標（53 指標） 

  「既に達成」と判断したのは 24 指標（45%）、「達成可能」「ほぼ達成」と判断した

のは６指標（11%）、「要努力」と判断したのは 20 指標（38%）、「達成困難」と判断し

たのは３指標（６%）であった。 

 

 (1) 重要業績指標（ＫＰＩ）の動向 

施策分野 指標数 既に達成 
達成可能/ 

ほぼ達成 
要努力 達成困難 

① 行政機能・防災教育

分野 
３ ３ (100%) 0 (0%) ０ (0%) ０ (0%) 

② 住環境分野 ６ ２ (33%) 0 (0%) ４ (67%) ０ (0%) 

③ 保険医療・福祉分野 ５ ３ (60%) 0 (0%) ２ (40%) ０ (0%) 

④ 産業分野 ９ ４ (44.5%) ２ (22%) ３ (33%) ０ (0%) 

⑤ 国土保全・交通物流

分野 
18 ７ (39%) ３ (17%) ７ (39%) １ (5%) 

⑥ リスクコミュニケーショ

ン分野 
１ ０ (0%) １ (100%) ０ (0%) ０ (0%) 

⑦ 人材育成分野 ３ １ (33%) ０ (0%) １ (33%) １ (33%) 

⑧ 官民連携分野 １ ０ (0%) ０ (0%) １ (100%) ０ (0%) 

⑨ 老朽化対策分野 ２ １ (50%) ０ (0%) ０ (0%) １ (50%) 

⑩太平洋側のリダンダシ

ーの確保分野 
５ ３ (60%) ０ (0%) ２ (40%) ０ (0%) 

合 計 53 24 (45%) ６ (11%) 20 (38%) ３ (6%) 

（詳細は、別紙「重要業績指標の達成状況一覧表」参照） 

 (2) 総 評 

   全 53 指標中、「既に達成」、「達成可能」/「ほぼ達成」を合わせた指標は 30 指

標(56%)であり、半数超の指標で概ね達成であるが、残りは「要努力」、「達成困

難」との判定であり、引き続き関係施策の一層の推進が必要である。 

   例えば、住環境分野の指標「住宅の耐震化率」は、能登半島地震の影響で住民

意識は高まっているが、工事費が上昇していることなどから、建替え・耐震化等

の工事が差し控えられる状況が考えられ一層の施策の推進が必要である、産業分

野の指標「多面的機能支払い（農地維持支払）に取組む集落数」は、新規の取組
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地区は増えているものの、後継者不足、高齢化等を理由に取組みをやめる集落も

あり一層の施策の推進が必要なことから、「要努力」と評価した。 

   また、国土保全・交通物流分野の指標「耐震強化岸壁の整備数」は、現在整備

を進めている岸壁は、国直轄の事業によるものであり、早期整備に向けて国へ要

望していたものの令和６年度では整備が完了せず、老朽化対策分野の指標「公共

土木施設における長寿命化計画の見直し数」は、能登半島地震の災害復旧対応や、

昨今の人件費高騰による業務発注の見直し等により想定以上に時間を要したこ

とから「達成困難」と評価した。 

 

(3) 「要努力」「達成困難」となった重要業績指標（ＫＰＩ） 

施策分野 重要業績指標（ＫＰＩ） 今後の方向性 

②住環境分

野 

住宅の耐震化率 令和６年能登半島地震を住民意識の向上を図る好機と

して、より一層の普及啓発の強化に努めたい。また、

これまでも部分改修、簡易改修等の補助メニューを増

やすことで一層の利用促進を図ってきたが、より効果

的な補助等の手法がないか調査検討を進める必要があ

る。さらに、耐震化の趣旨を踏まえ、危険なブロック

塀等の除却や家具の固定も推進しており、地域全体の

耐震化に向けて検討を進めていく。 

文化財建造物の耐震化及び

防災設備の充実 

所有者への財政支援を継続するとともに、耐震診断及

び耐震補強の必要性について引き続き働きかける。 

下水道処理人口普及率 今後は事業費に対する普及率の伸びが小さい人家がま

ばらな地区における整備が増えるため、コスト縮減に

向けた手法の採用などにより、国・市町村と連携を図

り一層施策を推進していく。 

市街地再開発事業等が完了

した地区の区域面積 

現在整備中の完成予定が R８年度であり、引き続き国と

市、事業者と連携を図りながら、事業を着実に推進して

いく。 

③ 保 健 医

療・福祉分

野 

在宅障害児者を受け入れる

避難スペースを有する事業

所数 

地域防災計画を策定する市町村とも連携を図りなが

ら、新たに施設整備を行おうとする社会福祉法人等に

対し、避難スペースの整備についての周知を図るとと

もに、施設整備費補助金の申請に際しては、避難スペー

スの整備を促す。また、引き続き国に十分な予算の確保

を要望する。 

医療機関の災害対応マニュ

アルの策定率 

国が主催する BCP 研修会については、未受講者を優先

して推薦するなど、災害訓練や研修会等の機会を通じ、

広く災害対応マニュアルの策定を促す。 

④産業分野 

 

 

多面的機能支払（農地維持

支払）に取組む集落数 

各種課題が解決されるよう、複数の活動組織による緩

やかな連携の推進活動を展開する。また併せて、未取組

み集落の現状分析、取組推進活動を展開する。 
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県産材素材生産量 

 

  

路網整備や高性能林業機械の活用により集約化施業を

推進するとともに、リモートセンシング技術や ICT な

どの先端技術の実証、普及により、生産の効率化やコス

トの低減を推進しながら、令和７年度当初予算等に盛

り込んだ事業を着実に推進していく。 

TOYAMA Free Wi-Fi のアク

セスポイント（AP）の数 

周知広報の取組を検討し、TOYAMA Free Wi-Fi の整備を

推進する。 

⑤ 国 土 保

全・交通物

流分野 

海岸防災林整備延長 事業用地の確保が必要となる町と連携を図りながら、

令和 7 年度当初予算等に盛り込んだ事業を着実に推進

していく。 

間伐実施面積（累計） 航空レーザ測量による高精度な森林資源情報を森林ク

ラウドシステム上で共有し、効率的な集約化を着実に

推進していく。 

保安林指定面積（累計） 

森林境界画定実施面積（累

計） 

地籍調査事業の進捗率 効率的な地籍調査手法の導入を検討し、市町と地籍調

査の着実な実施について調整しながら進める。また、調

査を休止している市町へ再開を働きかけていく。 

土砂災害危険箇所の整備箇

所数（累計） 

人家 5 戸以上等や災害時要援護者関連施設のある箇所

など優先順位をつけて重要な整備箇所の土砂災害対策

を推進する。 

耐震対策を実施した橋梁数

（第 1次緊急輸送道路） 

新技術・工法の活用を含め、効率的かつ確実に事業を推

進していく。 

耐震強化岸壁の整備数（港

湾） 

岸壁・橋梁等の港湾施設の耐震化を推進し、災害時にお

ける緊急物資輸送を確保するため、必要な事業につい

て重点的に実施する必要があり、予算の確保に努める

（現在整備を進めている岸壁は、国直轄の事業による

ものであり、早期完成に向けて、さらに整備が推進され

るよう、引き続き国へ強く働きかけていく）。 

⑦人材育成

分野 

人口10万人当たりの消防団

員数 

全国の地方公共団体が実施する効果的な取組を参照

し、団員の確保に努める。 

⑧官民連携 シェイクアウト訓練参加者

数 

多様な媒体を利用して訓練の情報発信をするととも

に、防災の各種訓練・研修会等の行事の場を通じてシェ

イクアウト訓練を周知し、訓練への参加を促す。 

⑨老朽化対

策分野 

公共土木施設における長寿

命化計画の見直し数 

毎年２～３施設の計画見直しを実施し、５年間で全施

設の見直しを行う。 

⑩太平洋側

のリダンダ

シーの確保

分野 

「富山県並行在来線経営計

画概要」における並行在来

線の経営収支見込 

人口減少により利用者の減少が見込まれることから、

経営安定や利用促進に向けた取組みを推進するとも

に、経営安定化等について、並行在来線関係道県協議会

の構成道県と連携し、引き続き政府・与党に対して強く

働きかける。 
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東京23区から県内への本社

機能等の移転件数（累計） 

BCP 対策による拠点の分散化、働き方の見直しにより東

京からの移転を検討する企業が増えていることから、

本県の魅力的な立地環境をＰＲすることで、優れた技

術を持った成長性の高い企業を重点とした積極的な企

業誘致活動を行う。 

 

３ 各施策分野の主要施策の進捗状況（226 施策） 

  「概ね順調」と判断したのは 175 施策（77%）、「一層の施策の推進が必要」と判断

したのは 51 施策（23%）であり、「重点的な施策の推進が必要」と判断した施策は

無かった。 

 (1) 施策分野ごとの進捗状況 

施策分野 指標数 概ね順調 
一層の施策の 

推進が必要 

重点的な施策の 

推進が必要 

①行政機能・防災教育

分野 
29 28 (97%) １ (3%) 0 (0%) 

②住環境分野 23 14 (61%) ９ (39%) 0 (0%) 

③保険医療・福祉分野 25 21 (84%) ４ (16%) 0 (0%) 

④産業分野 28 21 (75%) ７ (25%) 0 (0%) 

⑤国土保全・交通物流

分野 
62 45 (7３%) 17 (27%) 0 (0%) 

⑥リスクコミュニケーショ

ン分野 
10 ９ (90%) １ (10%) 0 (0%) 

⑦人材育成分野 13 10 (77%) ３ (23%) 0 (0%) 

⑧官民連携分野 8 ７ (88%) １ (12%) 0 (0%) 

⑩ 老朽化対策分野 19 15 (79%) ４ (21%) 0 (0%) 

⑩太平洋側のリダンダ

シーの確保分野 
9 ５ (56%) ４ (44%) 0 (0%) 

合 計 226 175 (77%) 51 (23%) 0 (0%) 

※再掲 25 施策を含む集計 

 (2) 総 評 

   全 226 施策（再掲 25 施策を含む。）のうち、「概ね順調」が 175 施策（77%）で

あり、概ね順調に進捗している。 

   「住環境」及び「太平洋側のリダンダンシーの確保」分野において、「一層の施

策の推進が必要」と判断される施策が相対的に多い。 

   今後の施策の見直しの方向性については、県有施設の耐震補強工事など事業が

完了したもののほか、市町村管理の公共の飲用井戸の水質検査については、市町

村において着実に検査が実施されていることから、県での行政検査は廃止し、引

き続き市町村と連携を図る方向へ見直ししたが、残りの施策は「継続」と判断し

ており、引き続き国、市町村、関係団体等と連携を図り、着実に事業を推進して

いく。 
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 別 紙  

 

重要業績指標の達成状況一覧表 

施策分野 重要業績評価指標名 
重要業績評価指数（KPI）進捗状況 

策定時（H30) 現況値 目標値（R6） 達成の見通し 

①行政機能・

防災教育分

野 

県有施設全体の耐震化対象施設の耐震化率 99.6% 100% 100% 既に達成 

総合防災訓練 実施 

（1 回／年） 

実施 

（1 回／年） 

実施 

（1 回／年） 

既に達成 

国土強靱化地域計画を策定している市町村

数 

1 15 15 既に達成 

②住環境分

野 

住宅の耐震化率 72% 

（H25） 

84％ 

（R5） 

89％ 要努力 

文化財建造物の耐震化及び防火設備の整備

件数 

24 件 27 件 28 件 要努力 

下水道処理人口普及率 85.3% 87.9% 91.0% 要努力 

市町村等との災害廃棄物対策訓練の実施回

数 

実施 実施 年１回以上 既に達成 

市街地再開発事業等が完了した地区の区域

面積 

18.69ha 20.00ha 

（R5） 

20.83ha 要努力 

地域ぐるみ除排雪を推進している地区数 315 地区 359 地区 340 地区 既に達成 

③保健医療・

福祉分野 

在宅障害児者を受け入れる避難スペースを

有する事業所数 

3 箇所 7 箇所 8 箇所 要努力 

広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の

操作訓練の参加人数 

446 人 810 人 800 人 既に達成 

医療機関の災害対応マニュアルの策定率（災

害拠点病院以外） 

72% 85% 

(R4) 

100％ 要努力 

災害発生直後の３日間程度の医療救護活動

に必要な災害用医薬品の備蓄 

確保済みを 

維持 

確保済みを 

維持 

確保済みを 

維持 

既に達成 

厚生労働省が示す抗インフルエンザウイルス

薬の備蓄目標量の備蓄 

確保済みを 

維持 

確保済みを 

維持 

確保済みを 

維持 

既に達成 

④産業分野 大区画ほ場整備面積 5,209ha 5,950ha 6,020ha ほぼ達成 

水田汎用化整備面積 34,449ha 37,275ha 36,000ha 既に達成 

機能保全計画に基づいた水路整備延長 63km 96km 79km 既に達成 

多面的機能支払（農地維持支払）に取組む集

落数 

1,418 集落 1,420 集落 1,560 集落 要努力 

県産材素材生産量 97 千㎥ 112 千㎥ 138 千㎥ 要努力 

森林経営計画策定面積 33,898ha 41,762ha 42,060ha ほぼ達成 

石油コンビナート等事業者との総合防災訓練

の実施 

実施 実施 

（1 回／年） 

実施 

（1 回／年） 

既に達成 
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施策分野 重要業績評価指標名 
重要業績評価指数（KPI）進捗状況 

策定時（H30) 現況値 目標値（R6） 達成の見通し 

小水力発電所の整備箇所数（累計） 48 箇所 59 箇所 58 箇所 既に達成 

TOYAMA Free Wi-Fi のアクセスポイント

（AP）の数 

149 186 195 要努力 

⑤国土保全・

交通物流分

野 

県管理河川整備延長 421.5km 426.1km 426km 既に達成 

海岸整備率 86.0% 88.3% 87.8％ 既に達成 

海岸防災林整備延長 6,538m 6,693m 6,827m 要努力 

防災重点ため池整備箇所数 18 箇所 62 箇所 48 箇所 既に達成 

農地地すべり危険箇所の整備数 89 区域 90 区域 91 区域 ほぼ達成 

間伐実施面積（累計） 36,730ha 42,257ha 44,207ha 要努力 

保安林指定面積（累計） 92,536ha 92,747ha 

（R5） 

93,574ha 要努力 

森林境界画定実施面積（累計） 5,084ha 7,557ha 10,760ha 要努力 

山地災害危険地区着手箇所数（累計） 1,438 箇所 1,466 箇所 1,453 箇所 既に達成 

地籍調査事業の進捗率 28.8% 29.2% 30.4％ 要努力 

土砂災害危険箇所の整備箇所数（累計） 623 箇所 656 箇所 660 箇所 要努力 

改良済みの道路延長 2,213.7 ㎞ 2,218.7km 

（R4） 

2,217.9 ㎞ 既に達成 

耐震対策を実施した橋梁数（第 1 次緊急輸

送道路） 

0 橋 3 橋 5 橋 要努力 

道路法面の「要対策」箇所（落石・岩盤・擁壁）

の対策率 

35.4％ 44.0% 41.1％ 既に達成 

良好な景観形成や防災機能の向上が必要な

道路の無電柱化整備延長 

46.3km 49.7km 49.9km ほぼ達成 

冬期走行しやすさ割合 57.6% 58.8% 

（R5） 

60.3% 達成可能 

緊急輸送道路を補完する林道の整備延長

（県営で整備してきた森林基幹道） 

501km 508km 

（R4） 

506km 既に達成 

耐震強化岸壁の整備数（港湾） 3 バース 3 バース 4 バース 達成困難 

⑥リスクコミュ

ニケーション 

自主防災組織の組織率 79.5% 89.3% 

（R6.4） 

90% 達成可能 

⑦人材育成 人口 10 万人当たりの消防団員数 885 人 837 人 880 人 要努力 

県内の防災士数 1,434 人 3,311 人 2,900 人 既に達成 

災害救援ボランティアコーディネーター・リー

ダー登録者数 

224 人 234 人 

(R3) 

294 人 達成困難 

※登録制度

廃止のため 

⑧官民連携 シェイクアウト訓練参加者数 実施 約 16.2 万人 １８万人程度

を目標 

要努力 
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施策分野 重要業績評価指標名 
重要業績評価指数（KPI）進捗状況 

策定時（H30) 現況値 目標値（R6） 達成の見通し 

⑨老朽化対

策分野 

道路施設の点検完了率（二巡目） 0%  100% 100% 既に達成 

公共土木施設における長寿命化計画の見直

し数  

2 施設 7 施設 

（暫定） 

12 施設 達成困難 

⑩太平洋側

のリダンダン

シーの確保

分野 

東海北陸自動車道の飛驒清見 IC～小矢部

砺波 JCT 間の 4 車線化整備延長（累計） 

4.7 ㎞ 14.7km 14.7 ㎞ 既に達成 

高速道路のインターチェンジ数 24 箇所 26 箇所 26 箇所 既に達成 

北陸新幹線 長 野 金 沢 間

開業（H26 末） 

敦賀・大阪間

の環境アセス

メント手続きの

実施（R 元.５

月～） 

北 陸 新 幹 線

事 業 推 進 調

査の実施（R5

～） 

金 沢 敦 賀 間

開業（R5 末） 

大阪までのフ

ル規格による

整備促進 

既に達成 

「富山県並行在来線経営計画概要」における

並行在来線の経営収支見込 

0.07 億円/年 0.63 億円/年 1.1 億円/年 要努力 

東京 23 区から県内への本社機能等の移転

件数（累計） 

3 件 6 件 10 件 要努力 

 



（ 人口減少等の社会状況の変化への対応）
 地方創生の取組と国土強靱化の一体的推進
 フェーズフリー対策の積極的導入
 地域コミュニティの強化、ハード・ソフト対策の推進
 まちづくり計画と国土強靱化地域計画の連携強化
 積雪寒冷地特有の課題への配慮、条件不利地域にお

ける対策強化、「半島防災・強靱化」等の推進

（ 事業実施環境の変化への対応）
 年齢や性別にとらわれない幅広い人材活用
 革新的技術による自動化・遠隔操作化・省人化
 気象予測精度の向上と社会経済活動の計画的抑制
 安全確保に伴う不便・不利益への社会受容性の向上
 フェーズフリーな仕組みづくりの推進
 広域連携体制の強化、資機材仕様の共通化・規格化

（ 災害外力・ 耐力の変化への対応）
 気候変動に伴う気象災害への「適応」と「緩和」策の推進
 最先端技術を駆使した自立分散型システムの導入
 グリーンインフラの活用の推進
 障害者、高齢者、こども、女性、外国人等への配慮
 埼玉県八潮市の道路陥没事故を踏まえたインフラ老朽化

対策の推進

第１ 次国土強靱化実施中期計画【 概要】
第１ 章 基本的な考え方
○防災・減災、国土強靱化の取組の切れ目ない推進
○近年の災害（能登半島地震・豪雨、秋田・山形豪雨、台風10号、日向灘地震等）

○５か年加速化対策等の効果（被害軽減・早期復旧への貢献、地域防災力の高まり等）
○状況変化への対応（３つの変化（災害外力・耐力、社会状況、事業実施環境）への対応）

第２ 章 計画期間 令和８年度から令和12年度までの５年間

第３ 章 計画期間内に実施すべき 施策（ 全326施策）

第４ 章 推進が特に必要と なる 施策（ 全114施策（ 234指標） ）

１ 施策の内容

２ 対策の事業規模

第５ 章 フ ォ ロ ーアッ プと 計画の見直し

Ⅰ． 防災インフラの整備・ 管理 Ⅱ． ラ イ フ ラ イ ンの強靱化 Ⅲ． デジタ ル等新技術の活用 Ⅳ． 官民連携強化 Ⅴ． 地域防災力の強化

主な施策の
内容・ 目標

○ 中小河川も 含めた洪水・ 内水ハ
ザード マッ プ等の水災害リ ス ク
情報の充実

○ 関係府省庁の枠を 越え た 流域
治水対策等の推進

○ 障害者・ 高齢者・ こ ども ・ 外国人
等に配慮し た災害情報提供の強化

○ 発災後の残存リ ス ク の管理
○ 予防保全型メ ン テ ナン ス への

早期転換 等

28施策（ 76指標）

○ 予防保全型メ ン テ ナン ス への
早期転換

○ 広域支援に不可欠な陸海空の交
通ネッ ト ワ ーク の連携強化

○ 上下水道シス テム の耐震化を始
めと し た耐災害性の強化

○ 送電網の強化及び自立分散型の
電源・ エネルギーの活用

○ 通信シス テムの災害時自立性の
強化 等

42施策（ 87指標）

○ 国の地方支分部局等の資機材の充
実（ 警察・ 消防・ 自衛隊・ TEC-
FORCE等）

○ 一元的な情報収集・ 提供シス テ
ム の構築

○ フェ ーズフリ ーなデジタ ル体制の
構築 等

16施策（ 24指標）

○ 生活の基盤と なる 住宅・ 建築物の
耐震化

○ 密集市街地や地下街等の耐震化・
火災対策の推進

○ 保健・ 医療・ 福祉支援の体制・
連携強化

○ 立地適正化計画等と 連携し た国
土強靱化施策の推進

○ 国土強靱化と 地方創生の一体的
推進によ る 地域防災力の強化 等

13施策（ 18指標）

○ ス フ ィ ア 基準等を 踏ま え た 避
難所環境の抜本的改善

○ 国等によるプッ シュ型支援物資の分
散備蓄の強化

○ 避難所や教育の 現場と な る 学
校等の耐災害性強化

○ 避難所等における 自立分散型の電
源・ エネルギーシステムの構築

○ 発災時における 民間・ NPO・ ボラ ン
ティ ア等の活動環境の整備 等

16施策（ 29指標）

○施策の目標は、南海トラフ地震が30年以内に発生する確率（８割程度）等に鑑み、一人でも多くの国民の生命・財産・暮らしを守るため、おおむね20年から30年程度を一つの目安として、検討・
設定。長期目標の達成に30年超の期間を要する施策においても、地域ごとに異なる災害リスクの実情や緊急性等を踏まえ、早期に効果を発揮できるよう、優先順位・手法を検討の上、実施

Ⅰ． 防災インフラの整備・ 管理 Ⅱ． ラ イ フラ イ ンの強靱化 Ⅲ． デジタ ル等新技術の活用 Ⅳ． 官民連携強化 Ⅴ． 地域防災力の強化

主な施策の
内容・ 目標

• 個別避難計画作成
• 情報科学を 活用し た地震調査研

究プロ ジェ ク ト

60施策

• 迅速な航路啓開のための体制の
整備

• 衛星通信シス テムに関する 制度
整備等

109施策

• マイナンバーカード を活用し た避
難所運営効率化等

• 矯正施設のデジタ ル無線機の適
正な稼働

56施策

• 病院における BCPの策定
• 災害保険や民間の防災・ 減災サービ

スの活用・ 啓蒙活動の強化

65施策

• 地方公共団体における 災害用井
戸・ 湧水等の活用

• 「 世界津波の日」 を含む防災への意
識向上のための普及啓発活動

72施策

○第４章の施策の他、施策の推進に必要な制度整備や関連計画の策定等の環境整備、普及啓発活動等の継続的取組、長期を見据えた調査研究等について、目標を設定して取組を推進

※複数の柱に位置付けられた施策があるため、各柱の施策数の合計は全施策数と一致しない。

※１施策（住宅・建築物の耐震化の促進）が「ライフラインの強靱化」と「官民連携強化」に位置付けられているため、各柱の施策数の合計は全施策数と一致しない。

1

○「推進が特に必要となる施策」の事業規模は、今後５年間でおおむね20兆円強程度を目途とし、今後の資材価格・人件費高騰等の影響については予算編成過程で適切に反
映。各年度の取扱いについては、今後の災害の発生状況や事業の進捗状況、経済情勢・財政事情等を踏まえ、機動的・弾力的に対応。 （Ⅰ．防災インフラの整備・管理：
おおむね5.8兆円、Ⅱ．ライフラインの強靱化：おおむね10.6兆円、Ⅲ．デジタル等新技術の活用：おおむね0.3兆円、 Ⅳ．官民連携強化：おおむね1.8兆円、Ⅴ．地域防災力の
強化：おおむね1.8兆円）

○毎年度の年次計画を通じたフォローアップの実施（「評価の在り方」を適用）
○災害から得られた知見の継承、対策の課題・効果の取りまとめ・発信
○実施に際し、真に必要な財政需要に安定的に対応するため、地域の実情も踏まえ、受益者による負担の状況を念頭に置きつつ、事業の進捗管理と財源確保方策の具体的な検討を開始

○巨大地震の被害想定地域や条件不利地域は、関連計画のフォローアップと連携
○事業実施環境の整備に向けた取組の強力な推進、評価に必要なデータ収集の推進

令和７ 年６ 月６ 日
閣議決定

資料３ －２



第１ 次国土強靱化実施中期計画【 概要】

第４ 章 推進が特に必要と なる 施策（ 例）
（ １ ） 国民の生命と 財産を守る 防災イ ンフ ラ の整備・ 管理 （ ２ ） 経済発展の基礎と なる 交通・ 通信・ エネルギーなど ラ イ フ ラ イ ン の強靱化

○ 国民の生命・ 財産・ 暮ら し を 守り 、 魅力あふれる 多様な地域・ 国土を 未来に引き
継ぐ ため、 長期的な視点に立ち、 防災イ ン フ ラ の整備・ 管理や老朽化対策を 着実
に推進する 。 AI ・ ド ロ ーン 等の最先端のデジタ ル等新技術の活用によ り 、 イ ン フ
ラ の管理・ 運用の高度化や住民避難の体制強化を 図る と と も に、 ま ちづく り と の
連携強化やグ リ ーン イ ン フ ラ の活用を 図る など 、 ハード ・ ソ フ ト 両面から 対策を
講じ 、 次世代にわたり 機能する イ ン フ ラ への転換を 図る 。

○ 大規模自然災害の発生時においても 、 交通・ 上下水道・ 通信・ 電力・ エネルギー等
のラ イ フ ラ イ ン機能を 可能な限り 維持でき る よ う 、 確実な点検・ 診断の実施や災害
耐力の低下を も たら す致命的な損傷の早期解消、 運営基盤の強化等を 推進し 、 予防
保全型メ ン テナン ス への早期転換を 図る と と も に、 急所と なる 施設・ 設備や災害時
の重要施設に接続する ラ イ フ ラ イ ン の耐災害性強化を 図る 。

○ 災害によ り 損傷を受けた場合にも 早期に機能を発揮でき る よ う 、 関連施設の相互連携の
強化やリ ダンダンシー確保、 フェーズフリ ーな仕組みの活用、 地域の実情を踏まえた自
立分散型システムの導入等を推進し 、 次世代型ラ イ フラ イ ンへの転換を図る 。

内水対策の強化

堤防整備

雨水貯留浸透施設整備

水道管路の耐震化

＜関係府省庁の枠を 越え た 流域治水対策等の推進＞

＜中小河川も 含めた 洪水・ 内水ハザード マッ プ等の水災害リ ス ク 情報の充実＞

＜発災後の残存リ ス ク の管理＞

＜障害者・ 高齢者・ こ ど も ・ 外国人等に配慮し た災害情報提供の強化＞

＜広域支援に不可欠な 陸海空の交通ネ ッ ト ワ ーク の連携強化＞

＜上下水道シ ス テ ム の耐震化を 始めと し た 耐災害性の強化＞

＜送電網の強化及び自立分散型の電源・ エネ ルギ ーの活用＞

＜予防保全型メ ン テ ナン ス への早期転換＞ ＜道路橋＞
対策前

対策後

鉄筋の露出
判定区分Ⅲ

※

＜通信シ ス テ ム の災害時自立性の強化＞

2

＜交通結節点等におけ る 防災拠点機能の強化＞

＜静止気象衛星の整備等によ る 線状降水帯・ 台風等の予測精度の更な る 向上＞

＜地震・ 津波・ 火山観測体制等の更な る 強化＞



第１ 次国土強靱化実施中期計画【 概要】
第４ 章 推進が特に必要と なる 施策（ 例）

（ ３ ） デジタ ル等新技術の活用によ る 国土強靱化施策の高度化 （ ４ ） 災害時における 事業継続性確保を 始めと し た官民連携強化

（ ５ ） 地域における 防災力の一層の強化

○ AI やド ロ ーン、 衛星等の革新的なデジタ ル等新技術は、 組合せや使い方の工夫次第
で、 国土強靱化の取組を 飛躍的に進化さ せる 可能性を 秘めている 。 こ れら の革新的
な技術を 発災直後の過酷な環境下における 初動対応から 復旧・ 復興段階に至る あら
ゆる 災害対応フ ェ ーズにおいて積極的に活用でき る よ う 、 平時も 含めた運用体制の
強化を 図り 、 フ ェ ーズフ リ ーな活用環境の整備を 推進する 。

○ 激甚化・ 頻発化する 大規模自然災害から 国民の生命・ 財産・ 暮ら し を守り 、 社会経済
活動を維持・ 継続さ せていく ためには、 民の力を最大限発揮し ていく 必要がある 。

○ 災害に強い社会構造への転換に向け、 こ れまで国民一人一人が進めてき た住宅の耐災害
性強化や民間企業が進めてき た施設の耐災害性強化、 サプラ イ チェ ーンの複線化、 事業
継続計画（ BCP） の策定等の取組に加え、 地方創生や持続可能なまちづく り と の連携強
化によ り 、 地域の実情に応じ た創意工夫を官民連携で創出する 取組を強力に推進する 。

○ 自然災害の激甚化・ 頻発化に伴い長期化する 災害対応に適応するため、 自立と 連携の両面から 地域防災力の強化を図る 。 被災地において被災者が安全に、 安心し て生活でき る 避難所環境や
支援者が最大限の力を発揮でき る 活動環境の整備を推進し 、 地域の災害時における 自立性の強化を図る と と も に、 長期に及ぶ避難生活や復旧・ 復興を持続的に支援でき る よ う 、 広域連携体
制の強化を図る 。 なお、 実施中期計画では、 半島・ 離島等の条件不利地域における 国土強靱化施策についても 、 その他地域において進める 当該施策と 併せて全国的な施策と し て位置付ける
こ と と し 、 各地域特性を踏まえた目標の設定や当該目標の達成に向けた施策の実施については、 半島・ 離島等の関連法に基づき 別途策定さ れる 計画等の下で具体的に推進する も のと する 。

松原公園津波避難複合施設
Terrasse Orange toi 

防災と 観光の機能を高度に
融合さ せた日本初の津波避
難複合施設

能登半島地震の被災地に
派遣さ れた医療コ ンテナ

＜立地適正化計画等と 連携し た 国土強靱化施策の推進、
国土強靱化と 地方創生の一体的推進によ る 地域防災力の強化＞

＜保健・ 医療・ 福祉支援の体制・ 連携強化＞

＜生活の基盤と な る 住宅・ 建築物の耐震化＞

＜フ ェ ーズ フ リ ーな デジ タ ル体制の構築＞

＜国の地方支分部局等の資機材の充実（ 警察・ 消防・ 自衛隊・ TEC-FOR CE等） ＞

消防庁ヘリ コ プタ ー
によ る 救助活動

＜ス フ ィ ア 基準等を 踏ま え た 避難所環境の抜本的改善、 避難地や救援・ 救護活動
等の拠点の整備・ 機能強化、 国等によ る プッ シ ュ 型支援物資の分散備蓄の強化＞

＜避難所や教育の現場と なる 学校等の耐災害性強化（ 耐震化、 熱中症対策・ 寒冷地対策等） ＞

＜避難所等における 再生可能エネルギー・ 蓄エネルギー・ コ ージェ ネレ ーショ ン等を活
用し た自立分散型の電源・ エネルギーシス テムの構築＞

＜発災時におけ る 民間・ N P O・ ボラ ン テ ィ ア 等の活動環境の整備＞

ト レ ーラ ーハウ ス
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近年の流域開発に伴う排水の流出形態の変化
により農業用排水施設の排水機能が低下。

排水路の改修及び洪水調整池の新設整備を行
い、地区全体の排水機能を回復。

 実施主体：富山県

 対策の概要：

1

効果概要：農業用排水路及び洪水調整池を整備・改修したことにより、地区全体の排水機能を回復させました。令和５年
７月豪雨では、最大日雨量213mmを記録しましたが、農地や周辺住宅地の湛水、農業用水利施設等の被害を
未然に防止しました。

府省庁名：農林水産省

５か年加速化対策３か年緊急対策

災害時の効果発揮事例
庄川左岸地区の防災・減災対策（富山県砺波市ほか）

排水路工

（ km ）

洪水調整池

（ 箇所）

庄川左岸（ 全体） 41.8 7

庄川左岸一期 15.1 2

庄川左岸二期 10.0 3

庄川左岸三期 8.0 2

庄川左岸四期 8.7 －

地 区

事業量

 効果

平成20年７月豪雨
最大時間雨量：32mm
最大日雨量：114mm

令和５年７月豪雨
最大時間雨量：56mm
最大日雨量：213mm

整
備
前

整
備
後

平成20年７月豪雨（最大日雨量114mm）
では、水路からの溢水により道路及び
農地が冠水。

平成20年7月豪雨
水路からの溢水状況

令和５年7月豪雨
適正な洪水調整及び
調整池の湛水状況

新設した調整池に雨水を湛水している様子

排水路に新設した余水吐へ雨水が流入して
いる様子。余水は幹線排水路に流入する。

 事業費

庄川左岸地区

○位置：富山県砺波市ほか

富山県

【 取組地域の概要】庄川左岸地区の事業量

令和５年７月豪雨では、排水路の機能回復
及び洪水調整池の整備により、溢水被害に
よる大きな作物への影響はありませんでした。

-1-
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【参考資料】

月 2025年度 備考

４月
※調査票の作成は、
防災と建技と調整のう
え照会

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　

１１月

１２月

１月

２月

３月

４月

富山県国土強靱化地域計画関連業務　年間スケジュール

予

算

編

成

・年次計画2025に基づく各施策分野の主要施策の進捗状況を踏まえ

て、予算要求（各部局）

・Ｒ６国土強靱化地域計画進捗状況調査表の作成 （各部局）

・「富山県国土強靱化地域計画」の施策(Ｒ６実施分）の評価に関する

資料のとりまとめ(防災・建技)

・年次計画2025（案）のとりまとめ（防災・建技）

10月【国土強靱化地域計画推進ＰＴ】

・富山県国土強靱化地域計画の施策の評価等

・富山県国土強靱化地域計画年次計画2025(案）策定

【年次計画2025 公表】

ＰＤＣＡ
サイクル

市

町

村

へ

地

域

計

画

策

定

支

援

資料４

・富山県国土強靱化地域計画 年次計画2026（案）作成（各部局）

次年度予算成立


